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： 令和 4 年 3 月

： 令和 4 年度 令和 13 年度

 ※複数の市場を有する事業にあっては、市場ごとの状況が分かるよう記載すること。

１．事業概要

（１）

人

（２） 使　用　料　形　態　

※取扱い種別、施設ごとの状況が分かるよう記載すること。

～

別添８－１

策 定 日

事　業　形　態

計 画 期 間

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

事 業 名

団 体 名

牛久市営青果市場事業経営戦略

牛久市

牛久市青果市場事業特別会計

非適 事 業 開 始 年 月 日 昭和30年7月

使 用 料 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

平 成 １ ２ 年 ３ 月 １ ５ 日
※ 牛 久 市 手 数 料 徴 収 条 例

職 員 数
　会計年度任用職員

5
市 場 種 別 区 分 地方卸売市場

昭和48年2月1日 次 回 再 整 備 予 定 年 度 未定

該当なし

前 回 の 移 転
又 は 再 整 備 年 度

施 設 使 用 料 の
概 要 ・ 考 え 方

民 間 活 用 の 状 況

売 上 高 割 使 用 料 の
概 要 ・ 考 え 方

広 域 化 実 施 状 況

 ア　民間委託

 イ　指定管理者制度

　警備業務や消防設備点検等の施設の維持管理業務の一部について、業務
委託を行っている。

該当なし。

該当なし。

　牛久市営青果市場業務規定により、本市場が販売委託者から収受する販売手数料は、牛久市手
数料条例の定めるところにより、徴収している。
　青果市場販売手数料は、売上金（せり値に100分の108を乗じて得た額で1円単位未満を四捨五入
した額）に対し、そ菜及び花き9分、果実7分、その他7分。ただし、卵については、10キログラムにつ
き200円とする。

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ



（３） 現在の経営状況

年度

H30 671

R1 614

R2 540

年度

H30 114

R1 101

R2 96

626

有形固定資産原価償却率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

　H30

8

5

5

　R2

100.01%

100.01%

他 会 計 補 助 金 比 率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

　H30

経 常 収 支 比 率
（ 又 は 収 益 的 収 支 比 率 ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

　H30

経 費 回 収 率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

　H30

94

90

年間取扱高
（t）

※過去３年度
分を記載

野菜

581

515

年間税込
売上高

（百万円）
※過去３年度

分を記載

野菜

104

企業債残高対料金収入比
率

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
　H30

水産物果実

果実 水産物

38

26

20

％

　R1

　R1

　R1

　R1

　R1

111.32%

111.32%

12.87%

97.50%

％

【上記の収益、資産等の状況等を踏まえた現在の経営状況の分析】
　「経常収支比率」は、経常費用が経常収益でどの程度まで賄われているかを示す数値で、100％以上が望ましいとされている。
　「経費回収率」は、経営状況の健全性を示す数値で100％が良いとされている。
　「他会計補助金比率」は、他会計繰出金への依存度を示す数値で低い方が良いとされている。
　「有形固定資産減価償却率」は、資産の老朽化の程度を示すもので、高いほど老朽化が進んでいるとされている。
　「企業債残高対料金収入比率」は、料金収入に対する企業債残高の割合を示す数値で低いほど良いとされている。
　　牛久市の青果市場は、経常収支比率が１００％を上回っているが、他会計補助比率も約１２％程度あることから、他会計繰入金に依存した経営状態である。
　年間の取引も減少傾向にあり、販売手数料は、低下傾向である。今後もこの傾向が続くと思われる。
　また、施設の老朽化について、施設の経費も増加する見込みである。
　今後の課題としては、施設の使用状況を踏まえて、経営の適正化を行い、他会計の繰出金に依存せず、経営が成り立つようにすることが挙げられる。

100.00%

100.00%

0.00%

97.03%

％

　R2

　R2

　R2

　R2

12.22%

96.56%

肉類・鳥類・卵類

肉類・鳥類・卵類

7

7

5

2

2

1

その他

その他 合計

合計



２．将来の事業環境

（１） 取扱高（ｔ）の見通し

　本市場は、全国的な卸売市場の傾向として、人口減少による食料消費の減少や消費者ニーズの多様化、農林水産物の国内生
産・流通構造の変化等によって市場経由率の低下に伴い、取扱量が減少と見込まれるが、今後は、令和2年度の数字を維持して
取扱量推計を算出した。



（２） 使用料収入の見通し

　取扱量と同様に減少と見込まれるが、販売手数料を令和2年度の数字を維持するとして算出した。



（３）

【施設改修等計画】

施設の見通し

　青果市場は昭和47年の現在地での開場から、卸売場部分が約50年、昭和56年増築部分が約40年経過しており、施設・設備が老
朽化していた。その対策として、平成7年の事務室改築や平成8年の屋根葺替、外壁張替、平成18年度の鉄部塗装、テント・電気設
備・函樋・外構改修他、施設の改修等に取り組んできた。
　しかし、事務所改築工事から約26年、屋根葺替、外壁張替工事から約25年、鉄部塗装等工事からも約15年経過しており、今後、
大規模改修等を検討していく。
　将来的には、牛久市公共施設等総合管理計画の公共施設等の管理に関する基本的な考え方に基づき、予防保全を原則とした
計画的な維持管理や適切な時期の改修等により、ライフサイクルコスト（LCC）の縮減に努める。
　今後市場の運営に関し、新たな方向性が決定次第計画を策定する。

事　業　名

牛久市営青果市場改修
令和１３年度以降　基金積立、一般会計繰出金の状況により検討
するとし、その間、簡易な修繕を適時行っていく。 144,349,700円

経費予定



（４）

３．経営の基本方針

組織の見通し

　農業政策課の職員8名のうち、市営青果市場の予算や人事管理業務に関わる職員は3名で、農業政策課の業務を兼務してい
る。
　平成30年度から正職員は撤退しており、専任の職員は配置せず、非常勤職員5名を任用。
　現在、兼任職員3名と、市場の運営管理業務については、パートタイムの会計年度職員5名を任用している。
　今後、経営の収入支出の現状を踏まると、人件費の削減が課題となる。人件費削減を踏まえ、会計年度任用職員の人数を検討
しながら、経営の支障がない体制を維持して組織運営していく。

　・効率的な市場流通の実現と競争力の確保。
　・公正かつ透明性のある市場取引の確保。
　・持続的な市場運営の確保。



４．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

目 標

②　収支計画のうち財源についての説明

目 標

①　収支計画のうち投資についての説明

　耐震対策、法令で義務付けられている施設整備などについて、必要な範囲で進める。
　その上で、予算等を含め今後、事業費の平準化を図りながら効率的な施設管理に努める。

　販売手数料において現状維持。
　繰出基準に基づく繰入金を確保する。
　今後の事業を継続して行くため、黒字化して、財源の確保を目指していく。

　農業者の新規開拓や品目数の増加を促進することとし、販売手数料を維持する。
　事業を継続するため、適正な繰入金を確保することはもとより、今後、事業の継続を見据えるため、黒字化して、財源の確保を目
指していく。

　　委託料に関しては、警備等の費用。
　　維持管理費に関しては、最上限での費用。
　　経費に占める人件費が多くを占めるため、職員給与費に関し削減を図る。
　　最小の費用で最大のサービスを提供することにより、公共の福祉の増進に資する地方公営企業の本旨に立ち返り、更なる経費
削減を図る。

　既存施設の有効活用。
　適切な施設整備計画の策定により事業費の平準化を検討。



（３） 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

管 理 運 営 費

職 員 給 与 費

そ の 他 の 取 組

繰 入 金

資 産 の 有 効 活 用 等 に よ る
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組

委 託 料

投 資 の 平 準 化

広 域 化

そ の 他 の 取 組

使 用 料

企 業 債

※投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　また、 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向けた取組
の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

民 間 活 用

　施設の修繕等に要する工事請負費は、安全性や緊急度を踏まえ必要最小限の範囲で実施し、備
品購入費や通信運搬費など、その他の管理運営費についても引き続き適切な支出に努めるととも
に、ＬＥＤ化により光熱費の削減を目指す。

該当なし。

　使用料は、減少傾向にあるが、農業者の新規開拓など、消費拡大策に取り組み使用料の維持に
努める。

　現段階では小規模修繕工事を計画的に実施していくため企業債の借入の予定はない。将来的に
は、効率的な施設整備や大規模改修に際し、中長期的な投資計画に基づき、財政担当と連携を図
り、適切な借入も視野に入れる。

　一般会計からの繰入金は、総務省の繰出基準範囲内で運用する。今後も独立採算の原則に沿っ
て、引き続き繰出基準に基づく金額のみを一般会計から繰り入れて事業を運営して行く予定であ
る。

　建物や設備の改修・改築による利便性の向上や、ＬＥＤ化による経費の削減に努め、直売所の機
能を付加する等、資産の有効活用により、使用料の増収を図る。

該当なし

　施設の維持管理に係る業務委託費については、適正な価格となるよう、引き続き入札等により競
争性・透明性・公正性に努める。

　施設の維持管理に係る業務委託費については、内容を精査して抑制し、引き続き維持削減に努
め、適正な価格となるよう、入札等により競争性・透明性・公正性に努める。

 　当市の投資以外の経費で最も割合が多いのは人件費である。令和２年度で約７６％と多いため、
今後市場の経営の維持を考え、事務の効率化等を図り、最大限、人件費の削減に努める。

　市場間連携などの広域化は、集荷・販売の効率化が期待できるが、特定の市場に荷物が集中す
るなど、販売面の競合という課題もあることから、今後も調査・検討を実施する。

　過去、平成3年度に、本市と牛久市農業協同組合で第三セクターを設立・運営する計画があった
が、立ち消えとなった経緯があった。今後も引き続き、指定管理者制度、ＰＰＰ（パブリック・プライ
ベート・パートナーシップ）事業、公設民営、民設民営等の調査・研究を実施する。

　法令等に義務付けられている、又は安全な市場運営に必要不可欠な施設等については、早急に
整備し、その他の投資については、その必要性や費用対便益を考慮した計画に取り組み、投資の
平準化を図る。



５．公営企業として実施する必要性など

６．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

事業の意義、提供する
サービス自体の必要性

公営企業として実施す
る

必 要 性

経営戦略の事後検証、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　牛久町営青果市場は、昭和30年7月当時、県下初の公設青果市場として開設された。
市場事業は、市民への安心・安全な生鮮食料品等の安定供給という市場が従来から持ち合わせて
いる機能に加え、近年注目される食品の安全等を確保するためには欠かせない重要な役割を担っ
ていた。
　また、農家の出荷の受け皿として重要な機能を維持する必要と思われる。ただし、生産者の高齢
化等に伴い出荷量は減少化していると思われるため、今後の状況を見極めていく必要がある。

　過去、役割や必要性に加え、本市場は生鮮流通における重要な拠点であり、地域経済への貢献
は大きかった。また、持続的に農業が発展することが当市においては必要不可欠であったが、現在
の社会情勢を鑑みると、事業の見直しを検討していく必要がある。

　令和４年度において経営戦略と実績値を比較検証し、「投資・財政計画」や「投資資産」「財源試
算」と実績とに大きな乖離が生じた場合には、その原因を分析するとともに、その他、経営に影響を
及ぼす法令等の改正や、社会情勢等の変化など、青果市場事業を取り巻く状況に変化がある場合
にも随時、牛久市の青果市場のあり方（廃止を含め）を検討する。



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

令和4年度より1名減(5名から4名）とし、勤務時間を6時間（時給）とした場合
販売手数料を維持として試算

3,597 3,597 3,597 3,597 3,597 3,597 3,597 3,597 （単位：千円，％）
年　　　　　　度 平成29年度平成30年度令和元年度 令和2年度 令和3年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 予 算 ）

1 (A) 15,401 14,735 14,643 17,292 16,522 11,992 11,992 11,992 11,992 11,992 11,992 11,992 11,992 11,992 11,992

（１） (B) 11,451 9,812 8,819 8,430 8,500 8,430 8,430 8,430 8,430 8,430 8,430 8,430 8,430 8,430 8,430

ア 11,451 9,812 8,819 8,430 8,500 8,430 8,430 8,430 8,430 8,430 8,430 8,430 8,430 8,430 8,430

イ (C)

ウ

（２） 3,950 4,923 5,824 8,862 8,022 3,562 3,562 3,562 3,562 3,562 3,562 3,562 3,562 3,562 3,562

ア 3,949 1,800 2,000 1,746 3,562 3,562 3,562 3,562 3,562 3,562 3,562

イ 1 3,123 5,824 6,862 8,022 3,562 3,562 1,816

3,122 5,824 6,800 8,000 3,562 3,562 1,816

利子収入 1 1 1 20

1 1

0 0 0 1 1

61

２ (D) 15,401 14,734 14,643 15,535 16,522 11,992 11,992 11,992 11,992 11,992 11,992 11,992 11,992 11,992 11,992

（１） 15,400 14,734 14,642 15,534 16,502 11,992 11,992 11,992 11,992 11,992 11,992 11,992 11,992 11,992 11,992

ア 11,868 10,680 10,875 11,859 12,788 8,785 8,785 8,785 8,785 8,785 8,785 8,785 8,785 8,785 8,785

8,869 10,674 10,875 10,325 11,000 7,135 7,135 7,135 7,135 7,135 7,135 7,135 7,135 7,135 7,135 Ｒ４予算値よりR4以降4名、勤務時間を6時間として試算
2,062

846 7 1,534 1,788 1,650 1,650 1,650 1,650 1,650 1,650 1,650 1,650 1,650 1,650 Ｒ４予算値よりR4以降4名、勤務時間を6時間として試算
90

イ 3,533 4,054 3,767 3,675 3,714 3,207 3,207 3,207 3,207 3,207 3,207 3,207 3,207 3,207 3,207

1,196 1,024 913 817 830 913 913 913 913 913 913 913 913 913 913 令和元年度を基準

211 295 294 285 285 271 271 271 271 271 271 271 271 271 271 H29～R2平均

1,035 1,533 978 1,686 980 980 980 980 980 980 980 980 980 980 980 令和3年度を基準

312 348 378 349 420 347 347 347 347 347 347 347 347 347 347 H29～R2平均

102 127 103 104 104 109 109 109 109 109 109 109 109 109 109 H29～R2平均

660 660 660 660 補助金減（事業組替え　一般会計事業へ）

17 68 441 435 435 587 587 587 587 587 587 587 587 587 587 消費税以外H29～R2平均43千円、消費税は実計算

（２） 1 1 1 20

ア

イ 1 1 1 20

積立金 1 1 1 1 20

３ (E) 1 1,757 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 (F)

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）
２ (G)

（１）

（２） (H)

（３）

（４）

（５）

３ (I)

(J) 1 1,757 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(K) 1 1 1 1 20

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

うち資本費平準化債償還金
他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

需用費

役務費

委託料

負担金補助及び交付金

公課費

予備費

報償費

旅費

繰越金

預金利子

消費税還付金

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

う ち 資 本 費 平 準 化 債 分

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

財政調整基金繰入金

共済費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

令和10年度令和11年度令和12年度令和13年度 予測値の根拠

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

報酬

給料

職員手当等

受 託 工 事 収 益



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

令和4年度より1名減(5名から4名）とし、勤務時間を6時間（時給）とした場合
販売手数料を維持として試算

3,597 3,597 3,597 3,597 3,597 3,597 3,597 3,597 （単位：千円，％）
年　　　　　　度 平成29年度平成30年度令和元年度 令和2年度 令和3年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 予 算 ）
令和10年度令和11年度令和12年度令和13年度 予測値の根拠令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

(L) 1 1

(M)

(N) △ 1 △ 1 1,757 △ 19 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(O)

(P) 1,757 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(Q) △ 1 △ 1 △ 19

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 平成29年度平成30年度令和元年度 令和2年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ）

1,800 2,000 1,746 3,562 3,562 3,562 3,562 3,562 3,562 3,562

1,800 2,000 1,746 3,562 3,562 3,562 3,562 3,562 3,562 3,562

1,800 2,000 1,746 3,562 3,562 3,562 3,562 3,562 3,562 3,562

1 1 1 1 20
△ 3,122 △ 5,824 △ 6,800 △ 8,000 △ 3,562 △ 3,562 △ 1,816

32,663 29,542 23,719 16,920 8,940 5,378 1,816 0 0 0 0 0 0 0 0

財政調整基金　 積立額
取崩額
残高

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

令和10年度令和12年度令和12年度令和13年度

収 益 的 収 支 分

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度令和3年度

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

前年度からの繰越金


